Ⅴ．鉄鋼・鋼材輸送に関する実態調査の結果

[image: image1.wmf]（参考）

輸入原材料の運賃分担率

（注）国内需要に係る物流費用のうち倉庫、貨物運送取扱を除く運賃・料金のシェアを掲げた。

（資料）総務庁「産業連関表」（1995年）
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　今回、鉄鋼検討委員会の委員である鉄鋼元請オペレーター企業６社に対して実態調査を実施した（2003年6月実施）。以下、この実態調査の結果分析を通じて、鉄鋼物流の実態と物流効率化の課題を明らかにするものとする。

１．内航元請オペレーター企業の状況

　回答６社は、内航海運事業の他に、港湾運送事業、倉庫業、自動車運送事業、貨物取扱業を兼業する海陸一貫運送業となっている（図表Ⅴ－１－１）。さらに、この他、船舶貸渡業を５社が、外航事業を４社が兼営している。

[image: image2.wmf]（注）回答６社（これ以降、特に断らない限り同じ）

図表�X−１−１　業態
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　１社当たりの船腹保有量は自社所有船7.5隻、定期用船24.5隻、委託船12.0隻となっており、この順に船型は大きい（図表Ⅴ－１－２）。

２．鉄鋼輸送の状況

[image: image3.wmf]図表�X−１−２　１社当たり平均船腹保有量
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１．自社所有船
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(1)取扱比率

　各社の鉄鋼・鋼材取扱比率は、５～６割が3社と最も多く、７～８割が１社、５割未満が2社と、各社、必ずしも鉄鋼だけを扱っているわけではない（図表Ⅴ－２－１）。

　鉄鋼に関しては、主要１社の貨物の比率が９割以上が4社、７～８割が2社となっていた（図表Ⅴ－２－２）。また主要荷主１社の貨物に占める取扱比率は10割が1社、９割以上が4社と高くなっているが、５～６割も１社あった（図表Ⅴ－２－３）。各社が、鉄鋼高炉メーカーの系列オペレーターとしての業務を行っている点がこうした結果にあらわれている。
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 (2)流通基地

　各社の流通基地（製品基地）の状況を見ると、自社経営の基地が平均5カ所、企業によって3～7カ所を運用している（図表Ⅴ－２－４）。港運事業をこの基地で自営しているかどうかの点では、Ａ社、Ｂ社のように全面自営（Ａ社は他社も加え）している場合、Ｃ社、Ｆ社のようにほとんどは自営であるが、他営の場合もある場合、Ｅ社のように港運事業は他社がほとんどである場合と様々である。

　自営以外の基地、指定倉庫を利用する場合も多く、平均45カ所位を使っている。Ａ社のように140カ所と多い場合もあるが大半は20～50カ所位を使っている。Ｆ社のようにゼロの場合もある。製鉄所を流通基地として使用している企業も3社あった。

(3)鉄鋼輸送取扱量

[image: image5.wmf]図表�X−２−４　流通基地数
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　回答6社の鉄鋼取扱量（製鉄所から発生する全輸送量）は平成14年度実績で合計4,896万トンであった。このうち製鉄所間の輸送を除いた鋼材１次輸送は3,994万トンであった。鉄鋼統計要覧によると鉄連加盟13社の鉄鋼１次輸送量（平成14年度）は6,546万トンであるので、今回調査のカバー率は61.0％ということとなる。

　各社の取扱量は図表Ⅴ－２－５の通りであり、1社が1300万トン前後と大きいが、他は、500～900万トンの範囲にある。製鉄所間の半製品の輸送量は各社によりバラツキがみられる。

　以下では、一貫物流事業者であるが部分的に他社との分担状況にあるＡ社を除いて全面的な一貫物流を実施している５社を一貫物流５社として集計する場合がある。この５社の１次鋼材輸送量は3,001万トンであり、上記13社の輸送量に占めるカバー率は45.8％となっている。

(4)ルート別輸送量

　２次輸送の陸上輸送まで担当している一貫物流５社の１社平均のルート別輸送量は図表Ⅴ－２－６～７の通りである。

　１次輸送計を100とする構成比を計算すると陸上の直送比率は35.1％であり、海上比率は基地向けの54.8％、直接ユーザー向けの10.1％を合計して64.9％となっている。基地向け海上輸送された貨物（54.8％）はほとんど基地から陸上で輸送される（53.4％）。すなわち、構内→内航→基地→陸上というメインルートを通る貨物が約半分となっている。

　各社別の陸上直送比率を見ると（図表Ⅴ－２－８）、４割を越えるところはなく、いずれも海上輸送の輸送が主となっている。陸上直送比率が最も低いところでは24.7％となっている。

[image: image6.wmf]図表�X−２−５　鉄鋼輸送取扱量
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図表Ⅴ－２－７　ルート別鋼材輸送量のグラフ

　　　　製鉄所倉庫　製鉄所岸壁　　　　　　　　　　　　　製品基地（流通基地）　需要家（ユーザー）

　　　　　↓ 　　　　↓　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　 ↓

	[image: image7.wmf]図表�X−２−６　ルート別鋼材輸送量（一貫物流５社平均）

平均（万トン）

構成比（％）

�@構内輸送

465

74.3

�A製品基地向け海上輸送

343

54.8

�B直接需要家向け海上輸送

63

10.1

�C製鉄所からの陸上輸送

219

35.1

�D製品基地からの陸上輸送

334

53.4

�E製品基地からの海上輸送

3

0.4

�F製品基地からの移動等

6

1.0

�A＋�B＋�C１次輸送計

626

100.0

（注）�Fは基地から需要家へのクレーンによる移動などである。
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	基地向け海上輸送　343万トン（54.8％）
	[image: image8.wmf]図表�X−２−８　陸上直送比率
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（灰色部分は海上、白色部分は陸上）

　　　　　　　　鋼材輸送の流れ→
（注）図表Ⅲ－３－１参照

[image: image9.wmf]図表�X−３−５　輸送機関別運賃・料金分担率

（注）今回調査結果は一貫物流５社の加重平均（需要家負担の荷役コスト推測値を含む）
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３．輸送コストの状況

(1)トータル結果

図表Ⅴ－３－１　鋼材物流コスト構成比

	　　　　物流形態

内訳
	計
	道路

輸送
	内航

基地着
	内航

客先着
	港湾運送
	倉庫

*4

	
	
	
	
	
	はしけ
	荷役
	その他
	

	製鉄所
	構内*1
	13.5％
	2.9％
	
	
	
	7.7％
	0.7％
	2.2％

	
	所発海上
	26.9％
	
	21.6％
	4.1％
	1.2％
	
	
	

	
	所発陸上
	20.5％
	20.5％
	
	
	
	
	
	

	基地

*2
	基地費用*3
	19.8％
	0.5％
	
	
	
	13.3％
	0.9％
	5.1％

	
	基地発海上
	　0.5％
	
	
	0.2％
	0.3％
	
	
	

	
	基地発陸上
	18.9％
	18.9％
	
	
	
	
	
	

	合計
	100.0％
	42.8％
	21.6％
	4.3％
	1.5％
	21.0％
	1.5％
	7.4％

	
	100.0％
	42.8％
	25.9％
	24.0％
	7.4％


（注）一貫物流５社の加重平均。四捨五入の関係で計が内訳の合計に一致しない場合がある。

鋼材一貫物流の一部だけを分担している場合は、担当分だけの回答結果（2002年度実績）。

貨物運送取扱業収入は実運送機関に、鉄道は道路に含めた回答結果。

　　　*1製品完成前の構内作業（構内下請）は除く。岸壁までの横持ちが道路輸送に当る。

*2一般港湾、製鉄所敷地が含まれる。

　　　*3自営基地のコストと他営基地の場合の料金の合計。基地内の輸送を含む。

　　　*4倉庫業上の倉庫費用であり、港湾運送事業に係る倉庫費用は「港湾運送」の「その他」に回答。

図表Ⅴ－３－２　需要家側負担の揚げ荷コストの推測値

	図表Ⅴ－３－１合計１００に対する比＝
	９．４％


（注）一貫物流５社の加重平均。

図表Ⅴ－３－３　鋼材物流コスト構成比（ユーザー港湾を含めた補正後）

	　　　　物流形態

内訳
	計
	道路

輸送
	内航

基地着
	内航

客先着
	港湾運送
	倉庫

*4

	
	
	
	
	
	はしけ
	荷役
	その他
	

	製鉄所
	構内*1
	12.3％
	2.6％
	
	
	
	7.0％
	0.6％
	2.0％

	
	所発海上
	24.6％
	
	19.7％
	3.7％
	1.1％
	
	
	

	
	所発陸上
	18.7％
	18.7％
	
	
	
	
	
	

	基地

*2
	基地費用*3
	18.1％
	0.5％
	
	
	
	12.1％
	0.8％
	4.7％

	
	基地発海上
	　0.5％
	
	
	0.2％
	0.3％
	
	
	

	
	基地発陸上
	17.3％
	17.3％
	
	
	
	
	
	

	ユーザー港湾
	8.6％
	
	
	
	
	8.6％
	
	

	合計
	100.0％
	39.1％
	19.7％
	3.9％
	1.4％
	27.7％
	1.4％
	6.8％

	
	100.0％
	39.1％
	23.6％
	30.5％
	6.8％


（注）一貫物流５社の加重平均。四捨五入の関係で計が内訳の合計に一致しない場合がある。

[image: image10.wmf]図表�X−３−６　モデルルートの運賃・料金構成

（注）以上すべて、品目は薄板、需要家が基地から60キロと想定した場合である。
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　一貫物流５社の回答結果平均は図表Ⅴ－３－１～３の通りである (*)。

この結果から得られる輸送コストの構成比を整理すると、図表Ⅴ－３－４の通りである

　道路のうち、構内・基地内輸送（横持ち）は3.1％、製鉄所からユーザー（需要家）への直送は18.7％、基地からユーザーへの輸送（２次輸送）は17.3％であり、合計して39.1％となる。

　内航輸送は、製鉄所からユーザへの直送（基地・ユーザー間輸送を含む）が3.9％、製鉄所・基地間が19.7％であり、合計して23.6％である。

　港運（港湾運送）は、構内での積み荷役等（はしけを含む）が8.8％、基地での揚げ荷役等（はしけを含む）が13.2％、そしてユーザー負担の揚げ荷役（推測値）が8.6％であり、合計して30.5％である。

　倉庫は、構内が2.0％、基地が4.7％であり、合計すると6.8％である。

　産業連関表（1995年）と比較して、道路の比率が39.1％と産業連関表の56.2％と比べて小さいのは、今回調査では、陸上輸送が大半を占めると考えられる電炉メーカーや製鋼を伴わない鋼材メーカーの輸送が含まれていないからである。

また、内航と港運の比率が異なるのは、今回実態調査には、産業連関表の港運には含まれていた輸入品の外航貨物の揚げ荷役コストを含んでいないためだと考えられる（参考図参照）。さらに、高炉メーカーの元請オペレーターを対象とした今回調査では、平均輸送距離が短く、港運の比率も高いと考えられる電炉メーカーの海上輸送はほとんど含まれていない。このことも、今回調査結果で産業連関表より港運の比率が相対的に低くなっている要因と考えられる。

[image: image11.wmf]（山陽−京浜、２社平均、ただし陸上コストが同一と仮定）
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[image: image12.wmf]図表�X−４−１　海上輸送・陸上輸送分岐点距離
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(2)モデルルート

[image: image13.wmf]図表�X−４−２　海上・陸上分岐点距離の変化
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　モデルルート別の結果は図表Ⅴ－３－６の通りである。

①阪神－京浜

　一般貨物船での阪神→京浜（４社平均）では、内航は32.4％であり、港湾の荷役等は、構内の7.7％と基地の26.3％を合計すると34.0％である。陸上は33.7％なので、ほぼ内航、港湾、陸上が３分の１づつの負担率となっている。(*)
②山陽－京浜

　山陽→京浜（３社平均）は、距離が阪神→京浜より長いので、内航は39.7％とやや大きくなり、港湾の荷役等は構内11.7％、基地24.7％と合計して36.4％と内航を下回る。

③一般貨物船とRORO船

　次に、RORO船運航２社の山陽→京浜について、一般貨物船とRORO船のコスト割合を比較した。RORO船は大型鋼船であり船舶経費が大きいため、内航費用が45.0％と一般貨物船の42.0％を上回っているが、港湾荷役等は、25.0％と一般貨物船の36.0％を大きく下回っている。

RORO船のコスト削減効果を見るため、山陽－京浜の一般貨物船とRORO船とで、陸上費用の実額では同じ値だと仮定し、RORO船の陸上コストを22.0％とすると、RORO船の構内は4.4％、海上は33.0％、基地は13.9％となり、全体は73.3％となる（図表Ⅴ－３－７）。すなわち、輸送の全体コストは27％ほど小さいと見なすことが可能である。この場合、港湾荷役等は約半減、海上も21％の経費節減と見られる。構内には構内輸送も含まれ、これはRORO船であるからといって不変と思われるので荷役に関してはほとんど発生していないが、基地での経費削減率は構内ほどでない点が目立っている。

　　　　図表Ⅳ－３－７　ＲＯＲＯ船の場合のコスト削減効果

[image: image14.wmf]図表�X−５−１　鋼材輸送の効率化の課題
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１．船舶の大型化

２．省力化船

３．配船の効率化（積載率向上、待ち時間削減）

４．社船、定期用船、委託船の弾力化

５．帰り荷の確保

６．航海速度の合理化による燃費の節約

７．RORO船による荷役の効率化

８．特殊船による荷役の効率化

９．ユニットロード貨物の増加

10．標準化へ向けた船舶の改善

11．船舶大型化・標準化対応の港湾施設整備

12．省力化のための荷役設備

13．全天候バースによる荷役の不安定性低減

14．荷役時間・曜日の柔軟化

15．荷役コストの低減

16．港湾事務の効率化

重要なもの（カッコ内は最重要と回答）

荷主からの要請項目

荷主の協力が必要なもの

社


４．海上と陸上の輸送分岐点

[image: image15.wmf]　（注）ユーザー負担港湾荷役推測値を含む。

図表�X−３−４　ルート別コスト構成
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　製鉄所からの鋼材輸送を、陸上直送にするか海上輸送経由にするかの選択の分岐点は現在６社単純平均で217キロとなっている。

これについては、図表Ⅴ－４－１のように、各社のメイン荷主の製鉄所の立地やメインの出荷先により、50キロ以下、あるいは200～300キロと様々である。大消費地の近傍に主要製鉄所をもつ荷主貨物の場合は、この分岐点が短くなり、逆に遠隔地に主要製鉄所をもつ荷主貨物の場合は長くなると考えられる。

　この10年の変化では、「長くなった」が4社であり多い。「不変」「短縮」も1社づつある（図表Ⅴ－４－２）。

　「長くなった」理由としては、「陸上輸送のコストが相対的に低下」が4社と多く、「小口多頻度輸送へのニーズの高まり」が2社で続いている（図表Ⅴ－４－３）。

　今後の変化方向では、「短縮」が4社、「不変」が2社であり、過積み規制の強化により陸上輸送コストの上昇により陸上から海上へのシフトが起こることを予想している企業が多い（図表Ⅴ－４－２）。

　アンケート実施後、環境面、交通安全面から、次のような陸上輸送のコスト上昇につながるような対策が実施されたため、実際に、海上と陸上の輸送分岐点は短くなっている。

2003年９月　大型トラックに速度抑制装置（スピードリミッター）の装着義務づけ（上限

時速90㎞に自動抑制する装置）

　　　10月　東京都「環境確保条例」にもとづき、ディーゼル・トラック・バスに対する

独自のＰＭ排出基準による規制を開始

　　　10月　日本経団連「安全運送に関する荷主としての行動指針」策定（車両総重量・

車高規制緩和の前提として荷主は過積載や高さ制限違反の防止に責任をもつ

－そうした行為を要求せず、また違反した運送事業者との取引停止も辞さな

い姿勢を宣言）

[image: image16.wmf]（注）なお、「短縮」の１社は「製品基地の配置の変化」をあげている。

図表�X−４−３　この10年の海上・陸上分岐点距離
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５．鋼材輸送の効率化の課題


　鋼材輸送の効率化の課題としては、図表Ⅴ－５－１に見る通り、「配船の効率化」と「帰り荷の確保」をあげる回答がともに5社と多かった。ともに最重要と回答した企業が2社ある。「配船の効率化」は荷主からの要請も4社と多く、荷主の協力が必要と回答するものも5社と多いが、これに対して「帰り荷の確保」は荷主からの要請が2社、荷主の協力が必要との回答が1社と少なく、両者は性格を異にしていることがうかがえる。

　沖待ち、荷役待機の時間を減らすための「配船の効率化」は大きな効果を得られると各社とも考えているが、生産のロットや頻度、増減の変動などとも連動しており、生産と物流を通じた全体最適を荷主と共同で進める重要性も意識している。

　この２項目に次いで、回答が多かったのは、「荷役時間・曜日の柔軟化」であり、4社が重要、1社が最重要と答えている。

　荷主からの要請項目としては、「配船の効率化」に次いで「荷役コストの低減」が4社で多かった。

　この他、種々の項目に各社が回答を寄せている。

　物流効率化に関する自由回答については、以下のような点が指摘されている。

①船舶の大型化、標準化

・多品種、小ロット化を踏まえると単純に大型化を追求するのは無理

・ただし、主要ルートへの大型船投入、荷主協力によるロット拡大に合わせた大型化、既存船型の容量（D/W）拡大の余地がないわけではない。

・標準化については船内仕様のＢＯＸ化が進められている。

・標準化は共同建造、共同運送でメリットが生じる余地があるが、各社で進めている合理化のメリットを崩してまで進められるかは今後の課題。

②RORO船、特殊船化

・出来るところは導入してしまっている状況。製鉄所間輸送で余地ありとの社もあり。

・安定した物量の確保ができれば効率化に寄与しうるポイントなので将来像としては重要。

③荷役の効率化

・荷役機械の改善、能力向上、全天候バースなどが特に揚げ地で課題。

・一層の品質要求が野積み地の配置など荷役効率に影響がある場合もあり。

④港湾、荷役の規制緩和

・休日、夜間荷役等の実施が船舶運航効率につながるので必要。入港規制の緩和も重要。

・９大港で荷役事業が免許制から許可制に規制緩和されたが実態は労使による事前協議制（革新荷役、揚地変更、業者起用など雇用に影響を与える事項についての）により規制緩和の効果は限定的なものとなっている。

⑤配船効率化

・配船調整の精度向上により効率化を図ることは重要課題（永遠の課題）

・帰り荷確保、共同運航、バーターなどにより積載率の向上が課題

・システム化により沖待ち、積み揚げ地待ち時間の削減が課題
















(*) 各社は構成比（％）を回答しているが、各社の運賃・料金総額（鉄鋼メーカーにとってのコスト）は異なるので単純平均は適さない。そこで運賃・料金と比例していると考えられる各社の鋼材取扱量でウエイトづけした加重平均結果を用いた。


(*)EUやOECDではショートシーシッピング（沿岸海運）政策の一貫として、海陸一貫輸送のコスト割合を調べており、数値データとしては整備されていないが、事例としては陸、海、港湾が３分の１づつという報告がなされている。今回調査は、世界で初めて問題となっているコスト割合を数値データ化したものとも考えられる。
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